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要 旨

　悪性腫瘍（がん）がわが国における死因の第１
位になって早40年になる。２人に１人ががんに罹
患し、３人に１人ががんで死亡するという現状に
ある。世界的にみてわが国のがんの罹患の実態が
分かれば他の国に比してどのようながんが多いの
か､ 少ないのかがわかる。頭頸部がんの１つであ
る上咽頭がんはアジアに多く、とくに南支、香
港、台湾、東南アジア諸国に多いことが、古くか
ら知られていた。
　わが国に限ってみればどの道府県で特定のがん
の罹患が多いこと、また特定のがんでの死亡が多
いのかが分かれば、道府県独自の予防対策、がん
検診などの施策を採りやすい。その考えが早くか
ら認められた宮城県や大阪府ではがん罹患登録、
疫学調査、毎年の報告、死亡調査による生存率の
統計を含めたがん登録事業がなされてきた。
　そこで、地域がん登録、院内がん登録、がん診
療拠点病院によるがん登録などの歴史から近年始
まった法的に支えられた全国がん登録制度につい
て詳細を調べ、更なる問題点を指摘した。また、
頭頸部がんについての臓器がん登録事業の歴史を
紐解き、その問題点などに言及した。

キーワード：全国がん登録、地域がん登録、院内
がん登録、がん罹患率、がん生存率

は じ め に

　安田女子大学薬学科学生講義（疾病論Ⅰ、Ⅱ）

の際に悪性腫瘍のうち特に主要悪性腫瘍各論でそ
のがんの死亡率（対人口10万人当たり）、罹患率
（対人口10万人当たり）の直近の値として、死亡
率は昨年度の人口動態統計の値を、罹患率は２年
前の値をそれぞれ国立がん研究センターがん情報
センターに依っていた。従って、毎年新しい数値
によって講義資料を作成し講義してきた。もちろ
ん、罹患率が上位にあっても治癒率も高いので死
亡率が低くなるがんと、罹患率が比較的下位にあ
っても死亡率が高いがんもある。また、男女比率
に差があり、男性優位のがんと女性優位のがんが
ある。
　最近のわが国での死因の１位は悪性新生物（腫
瘍、がん）、２位は心疾患（心筋梗塞、心不全な
ど）、３位は脳血管疾患（脳梗塞、脳出血）、４位
は肺炎（嚥下性肺炎など）である。数年前までは
２位は脳血管障害、３位は心疾患であった。死亡
率は厚生労働省（以下厚労省と略）から毎年出さ
れる人口動態統計による。
　ところで著者は臨床開始早期から頭頸部がんの
臨床と疫学を中心に取り組みを始めた。大阪大学
を経て大阪府立成人病センターに勤務するように
なって、大阪府立成人病センター調査部（現大阪
国際がんセンターがん対策センター）において地
域がん登録事業がん罹患数、罹患率調査を大阪府
が早くから開始し、その正確性から国のがん罹患
率推計に役立っていることを知った1）-7）。希少が
んの集合体である頭頸部がんに関しては、初期の
がん登録は咽頭がん、喉頭がん、口腔がん、鼻・
副鼻腔がん（ただし耳がん除く）であり、唾液腺
がんは千葉大学耳鼻咽喉科で、甲状腺がんは信州
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大学第２外科を事務局とする甲状腺癌外科検討会
（後に研究会）で行われた。
　そこで著者は喉頭がんの罹患率、性差（男女比
10対１）、予後が比較的良い状況を知り、さらに
下咽頭がんの罹患率について全国規模の調査（２
年分）を行った8）。その後、頭頸部がん領域のみ
を対象とした院内がん登録を勤務病院毎に毎年報
告してきた。すなわち、大阪府立成人病センター
（現大阪国際がんセンター）、奈良県立医大、大阪
府立病院（現大阪急性期・総合医療センター）と
継続して報告を続けてきた。また、奈良県立医大
の勤務中は奈良県内の勤務医のいる病院で毎年の
新規頭頸部がん患者数を集計し、14年間の登録に
ついて報告した9）。
　なお、がん登録事業の歴史については総説など
を含め医学中央雑誌、medicalonlineを中心に文
献的検索した。最近のデータは国立がん研究セン
ターがん対策情報センターがん登録センターの報
告を利用した。

がん登録の目的

　国や地域のがん対策を立案・評価するためには、
毎年どのくらいの人ががんで亡くなっているのか
（死亡数）、毎年どのくらいの数のがんが新たに診
断されているか（罹患数）、がんと診断された人
がその後どのくらいの割合で生存しているか（生
存率）といったがんの統計情報が非常に重要とな
る。それらはがん登録の目的となる。
　がん登録にはかつては３つの種類があり、都道
府県毎にデータを集める①地域がん登録、病院毎
にデータを集める②院内がん登録、各学会が専門
とするがんの情報を集める③臓器がん登録があっ
た。2016年からは地域がん登録に代わり、がん登
録推進法施行のもと国の事業として全国がん登録
が開始された10）。

がん登録の歴史

　わが国においてがん登録に関する事業は、公衆
衛生専門家や医学者によってこれまで限られた都
道府県単位による登録（宮城県、大阪府など）で
始まった。1951年東北大学の瀬木三雄教授が宮城
県を対象として「地域がん登録」を開始し、1954

年に初めて地域がん罹患率を報告した。1957年広
島市、1958年長崎市でも市民を対象に腫瘍・組織
登録を実施した。1962年には愛知県、大阪府でも
始まり、その意義が次第に広まるとともに全国へ
と拡がり、それを地域がん登録事業と称してき
た。
　わが国のがん患者の発生状況を評価するために
「地域がん登録」研究班の推計値が有用とされ、
1975年以降の年次別がん罹患率が公表されるよう
になった。
　地域がん登録事業については、1980年代に登録
実施は47道府県１市となり、1992年には地域がん
登録全国協議会が創設された。これによる対象人
口は4,676万人（1987年度）で、わが国人口の約
1/3をカバーしていた。ちなみに頭頸部がんに限
れば、実態の15％程度が登録されていた。
　そのうちとくに、登録精度の高い７府県市（の
ちに22府県）のがん登録の数値を用いて、国立が
んセンター（旧）を中心とした厚労省研究班によ
って全国値（推計罹患数、推計罹患率）が推計さ
れてきた11）,12）。ちなみに、IARC/IACRは、世界
のがん登録が計測した罹患率を５年ごとに「５大
陸 の が ん 罹 患 率（CancerIncidence inFive
Continents,CIS）」として刊行している。その第
VII巻（1988－92年罹患データを掲載）には、世
界50カ国、150がん登録室より183人口集団のデー
タが収載されている。わが国からは、宮城、山
形、大阪、広島市、佐賀、長崎の６登録のデータ
が収録されている。
　また、その第XI巻（2008－2012年罹患データ
を掲載、65カ国、343のがん登録）には、宮城、
山形、栃木、新潟、福井、愛知、大阪、広島、長
崎の９府県登録のデータが収録されている13）。
①地域がん登録
　地域がん登録は主に都道府県を主体として運営
されてきた。各種のがんについて医療機関から集
められた情報に基づき、がんの実態、がんの治療
成績、がん検診の有効性を把握することでがん対
策の企画と評価に役立てられてきただけでなく、
がん予防の研究にも活用されてきた。2003年から
は厚労省の研究班が地域がん登録実施県全てにデ
ータ提出を依頼し、精度基準を達成した県のデー
タを用いて全国のがん罹患推計を実施することが
始まった。これによって、全国のがんの実態把握
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がある程度可能となった。しかし、問題点とし
て、医療機関からの情報は自主的に協力してもら
える施設・医師からの提供であり全ての病院等か
ら集まるわけではない。都道府県ごとにデータを
収集していたため、県外で診断治療を受けた場合
や他県に移動した人の場合には正確なデータが集
まらないこと、都道府県により登録方法も異なる
ため比較がしにくいことなどが問題となってい
た。
　その問題点を考慮して、2016年から「全国がん
登録」が始まった。日本でがんと診断された全て
の人のデータを国で１つにまとめて集計･分析･管
理する新しい仕組みである。この制度の開始によ
り、病院によるがん登録が義務となり、全国どこ
の医療機関で診断を受けたとしても、がんと診断
された人のデータは都道府県に設置されたがん登
録室を通じて集められ、国立がん研究センターが
管理するデータベースで一元管理されることにな
った。
　その登録で、各都道府県にどれだけの拠点病院
が必要か、どれだけのがん治療医が必要か、がん
検診の対象年齢の設定、治療法別の効果など応用
が期待されている。2019年には2016年の全がん罹
患数995,131例について報告書が発行され、その
後も継続されている。
②院内がん登録
　院内がん登録は各病院で診断・治療された全て
の患者のがんについて情報を病院全体で集め、そ
の病院でのがん治療がどのように行われているか
を明らかにする調査制度である。この調査を同じ
方法で行い、情報を比較して病院ごとの特徴や問
題点を明らかにすることが期待される。治療法の
違い、治療法別の成績、差の要因の分析などが期
待される。集計対象となる病院は、全国のがん診
療連携病院と、2011年からは都道府県から推薦さ
れた施設などからデータの提供がなされている。
がん診療連携拠点病院での院内登録、全がんおよ
び主要５部位（胃、大腸、肝臓、肺、乳房）の５
年相対生存率は国立がん研究センター運営のがん
情報サービスHPにおいてみることができる14）。
　ちなみに、がん診療連携拠点病院には、各都道
府県で中心的役割を果たす「都道府県がん診療連
携拠点病院」と、都道府県内の各地域（２次医療
圏）で中心的役割を果たす「地域がん診療連携拠

点病院」がある15）。それらは専門的ながん医療の
提供、地域のがん診療の連携協力体制の整備（が
ん医療の均てん化）、患者・住民への相談支援や
情報提供などの役割を担う病院として、国が定め
る指定要件を踏まえて都道府県知事が推薦したも
のについて、厚労大臣が適当と認め、指定した病
院である。2002年２月に５施設が指定され、その
後2006年に都道府県拠点と２次医療圏の地域拠点
の二層構造となり、2008年、2014年に見直しが行
われ、2021年４月１日現在、全国にがん診療連携
拠点病院405カ所（都道府県がん診療連携拠点病
院51カ所、地域がん診療連携拠点病院（高度型）
51カ所、地域がん診療連携拠点病院298カ所、地
域がん診療連携拠点病院（特殊型）２カ所、特定
領域がん診療連携拠点病院１カ所、国立がん研究
センター２カ所、地域がん診療病院46カ所）があ
る。小児・AYA世代の患者のための小児がん拠
点病院15カ所、小児がん中央機関２カ所を指定し
ている。ちなみに、広島県では都道府県がん診療
連携拠点病院は広島大学病院であり、地域がん診
療連携拠点病院（高度型）は市立広島市民病院、
福山市民病院、その他の地域がん診療連携拠点病
院は県立広島病院、広島日赤病院、広島総合病
院、国立呉病院、国立東広島病院、国立福山病
院、県立三次病院、市立安佐北病院、尾道総合病
院である。
③臓器がん登録
　臓器がん登録は1970年に胃がんで始まった。各
がんの専門学会等が主体となり臓器別のがんに関
するデータを収集したもので、がんの臨床的特長
と進行度の正確な把握に基づく適切な病期分類、
診断、治療方針等を検討することを目的としてい
る。著者の主に臨床的対象とする頭頸部がん登録
に関しては後述する。
　一方、わが国におけるがん死亡数は厚労省によ
る毎年の人口動態統計によって全国および各都道
府県別に示される16）。明治から昭和初期まで多か
った結核、肺炎などの感染症が第２次世界大戦後
急速に減少し、かわっていわゆる生活習慣病（が
ん、心疾患、脳血管障害など）による死亡が上位
を占めるようになった。1981年以来がんによる死
亡が国民の死因の第１位になり、その後も変わり
ない。2019年には37万6425人、人口10万対死亡率
304.2であり、総死亡の27.3％を占めるに至ってい
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る。約３人に１人ががんで亡くなると言われる所
以である。その現状を鑑み、『がん対策10年』が
繰り返されてきたが、残念ながら生存率の上昇は
微々たるものに終わった。そこで、地域毎にがん
登録事業（地域がん登録）がなされてきたが、そ
の正確さには差があることも明らかとなった。そ
こでがん診療連携拠点病院の指定要件として院内
がん登録が行われるようになった。国立がんセン
ターを事務局として各地方の病院すべてからまず
院内がん登録を義務づけ、それをすべて中央に集
める作業が始まった。さらに2013年12月、全医療
機関にがんと診断・治療した患者の情報提供を義
務づけ、がんに関する全国規模のデータベースを
整備するなどとした「がん登録推進法」がようや
く成立した。それに従って2016年１月から病院で
院内がん登録がなされ、自治体を経て、国立がん
研究センターがん対策情報センターがん登録セン
ターでがん登録データベースが構築された「全国
がん登録システム」。そのデータをもとにわが国
における正確ながん罹患の実態が明らかとなり、
わが国のがん対策に利用されることが期待されて
いる。また、患者の予後については都道府県を通
じて自施設症例の予後を追跡できるようになっ
た。そして、がんの実態把握に関する、統計・政
策・臨床に役立てるデータベースの基礎となった。
そして、全国がん登録は国レベルで100％カバー
し、院内がん登録は実施施設病院の患者を100％
カバーすることになった。ただし、現実にはもち
ろん漏れが多少あることが予想される。また、明
らかになった未整備事項や要検討事項を整理して
いる段階であり、今後若干の修正が行われること

が必要となっている（図１）。

頭頸部がんの臓器がん登録

　ところで、著者のがん臨床で主に係わってきた
頭頸部がん（喉頭がん、咽頭がん、口腔がん、鼻
･副鼻腔がん、唾液腺がん、甲状腺がんなど）は
全がんの約10％を占めるにすぎず、希少がんの集
合体であるといってもよい。しかし、早くからそ
れらのがんの登録事業（臓器がん登録）は行わ
れ、著者も早期からそれに関与してきた。
　わが国における頭頸部がんの臓器がん登録事業
は日本TNM分類委員会頭頸部小委委員会（事務
局は国立がんセンター頭頸科）で1976年から始ま
り、がんセンター（国立、公立）、がん専門病院、
大学病院を中心に参加した登録施設で始まった
が、その報告数は限られ、実態のおおよそが分か
る程度であった。実際の登録は1981年より開始さ
れた。しかし、唾液腺がんは千葉大学耳鼻科に登
録事務局があり、甲状腺がんは信州大学第２外科
学教室が登録事務局となり、別な集計がなされて
いた。著者はその間大阪府立成人病センター（現
大阪国際がんセンター）、奈良県立医大、大阪府
立急性期・総合医療センター（旧：大阪府立病院）
に在籍中は毎年登録をそれぞれの事務局に報告し
てきた。
　頭頸部悪性腫瘍全国登録に関しては2001年から
日本頭頸部癌学会主導となり継続されたが、個人
情報保護法のこともあり2006年から一旦休止され
た。その後2008年に改正された「疫学研究に関す
る倫理指針」に準拠して、頭頸部癌学会悪性腫瘍

図１　全国がん登録のシステム（2016 ～）
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登録委員会により2012年５月25日から再開された
（耳および甲状腺を除く）。2012年からはUMINが
運営するINDICEサーバーを利用した登録システ
ムにより2011年分から登録が行われ、2016年まで
に45,328例の登録がなされた。
　コンピューター入力が可能となり、さらに2014
年度から日本頭頸部外科学会頭頸部がん専門医制
度にもとづく研修指定病院はがん登録が必須とな
った。それによりわが国における頭頸部悪性腫瘍
の新規罹患状況が把握でき、現状での治療状況、
最終的には治療法別予後の把握も外観できること
が期待されている。なお、力武は頭頸部がんの
63.6％が頭頸部がん専門医指定施設（129施設）
でなされていたと報告している17）。なお日本頭頸
部癌学会頭頸部がん登録は耳鼻咽喉科・頭頸部外
科と口腔外科からの報告をもとにしている。
　2011年症例は45施設が参加し登録数は3,203例、
2013年症例は116施設、登録数7,458例、2019年症
例は244施設、登録数15,226例と報告施設、報告
例が著しく増加している。
　院内がん登録のデータを一括変換して入力する
ソフトの導入や2017年からAMEDの研究費を利
用して和歌山県立医大臨床研究センターに登録事
務局およびデータセンターを設置した。年々報告
施設が増加しているという背景もあるが、2017年
登録例12,535例では頻度がもっとも高いものは口
腔がん26.0％であり、ついで下咽頭がん21.5%、
喉頭がん18.9%、中咽頭がん17.1%、以下鼻・副鼻
腔がん、唾液腺がん、上咽頭がんであった。
　口腔がんでは部位別には舌が最も多く53.5%を
占めており、喉頭がんは部位別には声門部が
69.1%、声門上部が25.6%を占めていた18）。予後
（５年生存率）に関しては2012年症例で口腔がん
で71％、喉頭がんで71％、下咽頭がんで54％、中
咽頭がんで64％、鼻・副鼻腔がんで55％、唾液腺
がんで64％、上咽頭がんで66％であった19）。
　日本TNM分類委員会頭頸部小委員会唾液腺部
門（1958－1996）によると男女比は耳下腺がんで
は10：７、顎下腺がんでは４：３と男性に多いが、
舌下腺がんでは男女差はなく、小唾液腺がんでは
２：３で女性にやや多い。年齢的にはいずれも
50，60歳代に多いことは共通している。また、同
資料によると病理組織学的には、耳下腺がんでは
腺癌が最も多く、次いで粘表皮癌、腺様嚢胞癌、

類上皮癌、多形腺腫内癌、腺房細胞癌などで、顎
下腺がんでは、腺様嚢胞癌が最も多く、次いで腺
癌、類上皮癌などであった。舌下腺がんでは、症
例数がぐっと少なくなるが、腺様嚢胞癌が最も多
く、次いで粘表皮癌であった。小唾液腺がんでは
粘表皮癌が最も多く、次いで腺様嚢胞癌であっ
た。
　甲状腺がんは甲状腺外科検討会を経て甲状腺外
科研究会で1977年度登録分から毎年報告されてき
たが、2007年以降まとまって報告されていない20）。
斉川班研究では1977年から1996年迄の20年間の甲
状腺悪性腫瘍全国登録数29,772例の詳細がまとめ
られているが、実際のわが国の甲状腺がん症例の
28.6％にすぎないと述べている21）。国立がん研究
センターによる全国がん集計（全国院内がん登
録、2018年による）を参考にすると、甲状腺がん
は10,856例であり、分化癌（乳頭癌、濾胞癌）
10,514例、未分化癌217例、髄様癌125例であっ
た。全国がん登録2017年によると甲状腺がんの罹
患数は男性4,642人、女性13,448人、総計18,190人
であり、ちなみに2019年の甲状腺がん死亡数は男
性619人、女性1,243人、総計1,862人であった12）。
　甲状腺がんの生存率に関する全国統計（斉川班
2002年）では、全例の５年粗生存率は92.8％、10
年は88.6％であった。５年相対生存率は96.1％、
10年は96.4％であった。乳頭癌に限ると５年相対
生存率は98.3％、濾胞癌では98.0％、髄様癌では
94.5％、それらに対して未分化癌では10.6％であ
った21）。
　頭頸部がんはメジャーな腫瘍というイメージで
あるが、2020年がん統計予測を参考に計算する
と、口腔がん・咽頭がんの年間発症数がそれぞれ
8.95人/人口10万人、甲状腺がん14.4人/人口10万
人、喉頭がんは4.3人/人口10万人であり、亜部位
や組織型を考慮すると、ほとんどの腫瘍が希少が
ん（年間発症数が６人未満/対人口10万人）であ
り、頭頸部がんは希少がんの集合体であるといえ
る。

罹患率の推移と最近のデータ

　1980年代以降のがん罹患動向を罹患数でみる
と、がん全体の罹患数は男女とも一貫して増加傾
向にある。部位の内訳では、男性では肺がん、大
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腸がん、前立腺がんの割合が増加し、女性では肺
がん、大腸がん、乳がんの割合が増加した。一
方、胃がんは1980年代には全がん罹患数のうち男
性で36％、女性では26％を占めていたが、その割
合は減少の一途をたどり、2017年には男性16％、
女性10％程度まで減少した12）。
　2017年に新たに診断されたがんは全国がん登録
によると、977,393例であり、男性が女性の約1.3
倍である。部位別の罹患数は、男性では前立腺が
んが最も多くがん罹患全体の16.3％を占め、次い
で胃（16.0％）、大腸（15.6%）､ 肺（14.8%）､ 肝
臓（4.8%）の順、女性では、乳房が最も多く21.9％、
次いで、大腸（15.8%）、肺（9.9%）、胃（9.6%）、
子宮（6.7%）の順となっている。男女総数では１
位大腸がん、２位胃がん、３位肺がん、４位乳房
がん、５位前立腺がんであった（表１）12）。部位
別がん粗罹患率（人口10万対）は男性906.4、女
性643.4であった。口腔・咽頭、食道、胃、肝臓、
喉頭、肺、膀胱、腎臓で男性の罹患率が女性の２
倍以上である。甲状腺がんでは女性が男性より罹
患率が高い。

死亡数の推移、最近のデータ

　人口動態統計によるがん死亡数は2019年で
376,425人であった12）。男性が女性の約1.5倍であ
った。部位別の死亡数は、男性では肺が最も多
く、がん死亡全体の24.2%を占め、次いで胃
（12.7%）、 大 腸（12.4%）、 膵（8.2%）、 肝 臓
（7.6%）の順、女性では大腸が最も多く15.4%、次
いで肺（14.1%）、膵（11.7%）、胃（9.5%）、乳房
（9.5%）の順となっている。男女総数では１位肺

がん、２位大腸がん、３位胃がん、４位膵臓が
ん、５位肝臓がんであった（表２）。部位別がん
死亡率（人口10万対）は男性366.0、女性245.7で
あった。口腔・咽頭、食道、胃、肝臓、喉頭、肺、
膀胱、腎臓で男性の罹患率が女性の２倍以上であ
る。甲状腺がんでは女性が男性より罹患率が高い12）。

部位別生存率（５生存率、10年生存率）

　がん登録事業において実態把握、予後情報（病
期別）はもちろんのこと、治療法別個別治療の有
効性や安全性、さらにマーカー別観察研究などの
研究に利用され始めている。
　わが国では早くから大阪府のみが登録された患
者の診断から５年経過した時点での予後調査を行
っており、部位別に５年相対生存率が算出されて
いる。この数値がわが国の代表値となって国際的
に評価されていた。それによると診断年1966 ～
1968年の患者では５年相対生存率は25.7％であっ
たが、1969 ～ 1971年の患者は29.6 ％、1972 ～
1974年は28.8 ％、1973 ～ 1977年は31.8 ％、1978
～ 1980年は33.8％となり、1980 ～ 1982年は36％
になっている。1994年登録全癌の５年相対生存率
は41.2％となっている。少しずつ上昇しつつある
といえる。
　生存率について最初は22の府県（宮城県、大阪
府、広島県など）の地域がん登録された患者を対
象として計算された。その後がん診療連携拠点病
院構想の普及とともに、それらと院内がん登録、
地域がん登録の制度の確立に従って国立がんセン
ター（現国立がん研究センター）でまとめられ、
毎年のがん罹患率、生存率の数値が報告されてき

表１　部位別がん罹患数（2017年）

表２　部位別がん死亡数（2019年）

316



わが国におけるがん罹患の実態

た22）。しかし、病院のすべてでないこと、それぞ
れの内容の不備などで完全な実数でないことが問
題とされた。そこで、関連する病院を対象とした
全国がん登録の制度が法制化された。それにより
都道府県をまたいで二重に登録されたりすること
も避けられるようになった。また、都道府県の住
民票の死亡届のチェックも徹底され、生存率、死
亡率のデータもより正確になることが望まれてい
る。
　乳房、子宮、膀胱のがん患者が68 ～ 79％の高
い生存率を示し、胃、結腸、直腸、卵巣、前立腺
およびリンパ組織では36 ～ 60％と全がんでのそ
れに近い中等度の生存率を示した。食道、肝、
胆、膵および肺では４～ 17％と低い生存率にと
どまっている。ひるがえって頭頸部がんでは喉頭
がんが75％、甲状腺がんが80％、一方下咽頭がん
は35 ～ 40％程度である。
　2009年から2011年に前制度の地域がん登録によ
るがんと診断された人の５年生存率は男女計で
64.1％（男性62.0％､ 女性66.1％）である。新制
度の全国がん登録による生存率データはもう数年
先になる（国立がん研究センターがん対策情報セ
ンター）。
　治療後の経過をみる目安として、これまで５年
生存率が使われることが多かった。がんの種類に
よっては診断から５年が経った後も生存率が下が
ることがわかり、長期で経過を観察する必要性が
浮き彫りになった。主ながんの10年生存率は国立
がん研究センターから2008年にがんと診断された
24万人について2021年４月に公表された22）。それ
によると胃66.0%、大腸67.2%、肝臓（肝細胞
21.8%、肝内胆管10.9%）、肺（小細胞9.1%、非小
細胞34.5%）、乳87.5%、食道33.6%、膵臓6.5%、子
宮頸部70.7%、子宮内膜83.0%、前立腺98.7%、膀
胱65.1%、すべてのがんでは59.4%であった。前立
腺がん、乳がんなどは高い生存率であったが、小
細胞肺がんとか膵がんはきわめて低い。もちろん
病期ステージが関係し、胃がんでは初期のステー
ジⅠで診断されれば10年生存率は９割ほどと高
い。しかし、ステージⅣという進行期診断である
と6.9％になる。

ま と め

　全国がん登録のシステムではより高い精度であ
ることが望まれる。がん検診率の向上による早期
診断、早期治療や近年臨床応用された分子標的治
療薬や免疫チェックポイント阻害薬や光免疫療法
などによる効果が今後のがん死亡率、生存率に影
響が出るかどうか注意深くみていかねばならな
い。

　用語・略称解説

IARC/IACR IARC: Internat ional  Agency for
ResearchonCancer（国際がん研究機
関）

 IACR: InternationalAssociation of
CancerRegistries（国際がん登録協会）

 共にWHOの下部機関
AYA世代 AYA: adolescents andyoung adults

（思春期と芳年成人）
 がん患者のうち15歳～ 30歳までの人
TNM分類 T:primaryTumor（原発腫瘍の大きさ

と浸潤の程度）、N: lymphNode（所属
リンパ節の転移の有無と範囲）、M:
distantMetastasis（遠隔転移の有無と
範囲）、三つの因子を評価してがんの病
期（Ⅰ～Ⅳ期）を分類する。

UMIN: University HospitalMedical Information
Network（大学病院医療情報ネットワ
ーク）

INDICE: InternetData and InformationCenter for
MedicalResearch（大学病院医療情報
ネットワークのうち研究のためのセン
ター）

AMED: JapanAgency forMedical Research and
Development（国立研究開発法人日本
医療研究開発機構）

　なお、本論文に関する利益相反はありません。
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